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冷却 ュ ニ ッ トを効率 的 に冷却 す る車 両前 部構 造 を提 案す る。 上 端 をカ ウルパ ネル 4 2 側 に開 口 さ
せ 、下端 を冷却 ュニ ッ ト2 0 の車 両前方側 の上方 に開 口させ た ダク ト4 8 を車 両前部 に設 ける。 ダク ト
4 8 の 中間部 には ブ ロア ファン 5 0 を設 ける。 ブ ロア ファン 5 0 を回転 させ て カ ウル側か ら引 き込ん だ
外気 を冷却風 と して ダク ト4 8 の下端側 か らコンデ ンサ 3 0 、及 び ラジェ一 タ 3 2 に向 けて送風 す る こ
とがで きるので、 フ ロ トバ ンバ カバ一 1 8 の開 口 2 2 か ら導入 した走行風 のみ の場合 に比較 して熱交換
効率 を高 め る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：車両前部構造

技術分野
[0001 ] 本発明は、車両前部構造に関する。

背景技術
[0002] 車両の前部には、エンジンを冷却するラジェ一タゃ、エアコンのコンデン

サ等の冷却ュニッ卜が配置されており、車両前方から車両後方に向かって流

れる外気によって冷却ユニットの冷却を行っている （例えば、特許文献 1参

照）。

特許文献1 ：W O / 2 0 1 0 / 0 9 7 8 9 0

発明の開示

発明が解決しょうとする課題
[0003] しかしながら、冷却ユニットの冷却を車両前方からの外気のみで行うには

限界があり、改善の余地がある。

本願発明は、上記事実を考慮 し、冷却ユニットを効率的に冷却する車両前

部構造を提案することにある。

課題を解決するための手段
[0004] 第 1 の態様に係る車両前部構造は、車両前部に設けられ、車両前方からの

冷却風が導入され、車輪を駆動するパワーュニッ卜の冷却系を構成する冷却

ュニッ卜と、カウル部から導入した冷却風を前記冷却ュニッ卜に導入する冷

却風導入手段と、を有する。

[0005] 次に、第 1 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 1 の態様に係る車両前部構造では、車輪を駆動するパワーュニッ卜の冷

却系を構成する冷却ュニッ卜が、車両前方からの冷却風とカウル部から導入

した冷却風とで冷却されるので、車両前方からの冷却風のみで冷却されるよ

りも効率的に冷却が行われる。

[0006] 第 2 の態様は、第 1 の態様に係る車両前部構造において、前記冷却風導入



手段は、ブロアを備えている。

[0007] 次に、第 2 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 2 の態様に係る車両前部構造では、ブロアによって冷却風を積極的に冷

却ュニッ卜へ導 くことができ、冷却ュニッ卜を効率的に冷却することができ

る。

[0008] 第 3 の態様は、第 2 の態様に係る車両前部構造において、前記冷却風導入

手段は、前記ブロアで送風 した冷却風の一部を空調ュニッ卜を介 して車両室

内へ導入する。

[0009] 次に、第 3 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 3 の態様に係る車両前部構造では、ブロアで送風 した冷却風、即ち、外

気の一部が空調ュニッ卜を介 して車両室内へ導入される。

[001 0] 第 4 の態様は、第 1 〜第 3 の何れか 1 つの態様に係る車両前部構造におい

て、カウル部に設けられ雨水を貯留する雨水貯留部と、前記雨水貯留部に貯

留 した雨水を前記冷却風導入手段に導 く雨水導入路と、を有する。

[001 1] 次に、第 4 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 4 の態様に係る車両前部構造では、雨天時に、カウル部に設けられた雨

水貯留部に雨水を貯留することができる。

そして、雨水貯留部に貯留 した雨水は、雨水導入路を介 して冷風導入手段

に導入される。冷風導入手段で雨水を冷却ユニットへ送ることで、冷却ュニ

ッ卜の汚れを雨水で洗浄することができる。

[001 2] 第 5 の態様は、第 4 の態様において、前記雨水導入路には、カウル部側に

塵取り用のフィルタ一が設けられている。

[001 3] 次に、第 5 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 5 の態様に係る車両前部構造では、フィルターで塵が除去された雨水、

及び外気が雨水導入路に導入されるので、冷却ュニッ卜を塵の除去された雨

水で洗浄できる。

[0014] 第 6 の態様は、第 1 ~ 5 の何れか 1 つの態様に係る車両前部構造において

、前記空調装置に用いられるコンプレッサのモータが、前記ブロアの動力と



して用いられている。

[001 5] 次に、第 6 の態様に係る車両前部構造の作用を説明する。

第 6 の態様に係る車両前部構造では、空調装置に用いられるコンプレッサ

のモータが、プロアの動力として用いられているので、プロアの動力をコン

プレッサの動力とは別に設ける場合に比較 して、部品点数を低減することが

できる。

発明の効果

[001 6] 以上説明 したように第 1 の態様に係る車両前部構造によれば、冷却ュニッ

卜を効率的に冷却することができる、という優れた効果を有する。

[001 7] 第 2 の態様に係る車両前部構造によれば、冷却ユニッ トをより効率的に冷

却することができる。

[001 8] 第 3 の態様に係る車両前部構造によれば、ブロアで送風 した冷却風の一部

を車両室内に導入することで、車両室内の換気を行うことができる。

[001 9] 第 4 の態様に係る車両前部構造によれば、雨水で冷却ユニッ トを洗浄でき

る。

[0020] 第 5 の態様に係る車両前部構造によれば、塵の除去された雨水で冷却ュニ

ッ 卜を洗浄できる。

[0021 ] 第 6 の態様に係る車両前部構造によれば、部品点数を低減できる。

図面の簡単な説明

[0022] [ 図1] 本発明の第 1 の実施形態に係る車両前部構造を示す車両前後方向に沿つ

た縦断面図である。

[ 図2] 本発明の第 2 の実施形態に係る車両前部構造の要部を示す車両幅方向に

沿った縦断面図である。

[ 図3] 本発明の第 2 の実施形態に係る車両前部構造の要部を示す斜視図である

[ 図4] 本発明の第 3 の実施形態に係る車両前部構造を示す車両前後方向に沿つ

た縦断面図である。

発明を実施するための最良の形態



[0023] [ 第 1 の実施形態 ]

本発明の第 1 の実施形態に係る車両前部構造 1 0 について、図 1 に基づい

て説明する。なお、図中に適宜記す矢印 F R は車両前後方向の前方向を、矢

印 U P は車両上下方向の上方向を、矢印 I N は車幅方向内側を、矢印O U T

は車幅方向外側をそれぞれ示す。

[0024] 図 1 に示すように、車体 1 2 の、前部には、バ ンパ リインフォ一スメン 卜

1 4 の車両後方側に車輪を駆動するエンジン等のパワーュニッ 卜1 6 が配置

されている。

[0025] バ ンパ リインフォ一スメン 卜1 4 の車両前方側には、 フロ トバ ンバカバ一

8 が配置されている。 このフロ トバ ンバカバ一 1 8 には、後述する冷却ュ

ニッ 卜2 0 へ冷却風を送風するために開口 2 2 が形成されている。

[0026] ダッシュパネル 2 4 の車両後側のフロアパネル 2 6 の上方には、室内空気

の環境制御ユニッ ト （エアコンモジュール）としての H V A C (heat i ng and

vent はat i ng a i r cond i t i on i ng) 2 8 が配置されている。 H V A C 2 8 は、

エバポ レータ、 ヒータコア、 P T C ヒータ、室内へ送風を行 う各種通風ダク

卜、送風するダク 卜を切 り替えるダク 卜切替装置等を含んで構成されている

[0027] ダッシュパネル 2 4 の下方には、冷却ユニッ ト2 0 が配置されている。冷

却ユニッ ト2 0 は、図示 しないコンプレッサ、及び H V A C 2 8 のエバポ レ

—夕に連結されて ヒ一 卜ポンプを構成 しているコンデンサ 3 0 、及びパワー

ユニッ ト1 6 の冷却を行 うラジェ一タ 3 2 、電動ファン3 4 等を含んで構成

されている。

[0028] なお、 この冷却ユニッ ト2 0 では、車両前後方向前側か ら、 コンデンサ 3

0 、 ラジェ一タ 3 2 及び電動ファン3 4 の順に配置されている。

また、冷却ュニッ 卜2 0 の車両前方側には、ラジェ一タ前ダク 卜3 6 が配

置されている。

[0029] 車体 1 2 の前部上面にはフロン トフ一 ド3 8 が備えられており、 フロン ト

フー ド3 8 の車体後方上側にはフロン トウィン ドシール ドガラス 4 0 が備え



られている。車体 1 2 には、 フロン トウィン ドシール ドガラス 4 0 の下端縁

部、及びフロン 卜フー ド3 8 の後端部側の下方に、車幅方向に沿 って延びる

車体上方が開口 した枠状のカウルパネル 4 2 が設けられている。

[0030] カウルパネル 4 2 の車体上方側には、カウルパネル 4 2 に沿 ってカウルル

—バ 4 4 が配置されており、カウルパネル 4 2 とカウルル一バ 4 4 との間に

は車幅方向に延びる空間 S が形成されている。

[0031 ] ダッシュパネル 2 4 の車両前方側には、冷却風導入手段 としてのダク ト4

8 が上下方向に延びている。カウルパネル 4 2 には、開口部 4 6 が形成され

ており、 この開口部 4 6 にダク 卜4 8 の上端 4 8 A 側が挿入されて空間 S に

突出 している。一方、ダク ト4 8 の下端 4 8 B は、冷却ユニッ ト2 0 の車両

前方側の上方に配置されており、 コンデンサ 3 0 に向けて開口 している。

[0032] ダク ト4 8 の中間部分には、 ブロアフ ァン 5 0 が配置されている。 ブロア

ファン 5 0 は、図示 しないモータで回転される。 プロアファン 5 0 が回転す

ると、ダク ト4 8 の上端 4 8 A か ら外気が吸入され、ダク ト4 8 の下端 4 8

B か らコンデンサ 3 0 、及びラジェ一タ 3 2 に向けて外気 （冷却風）が送風

される。

[0033] (作用）

次に、本実施形態の車両前部構造 1 0 の作用を説明する。

車両が走行すると、 フロ トバ ンバカバ一 1 8 の開口 2 2 か ら導入された冷

却風W 1 は、パワーユニッ ト1 6 の下方を車両後方側へ流れ、冷却ュニッ 卜

2 0 に向けて送風される。なお、電動ファン3 4 を駆動することで、 コンデ

ンサ 3 0 、及びラジェ一タ 3 2 の冷却効率を高めることができる。

[0034] さ らに、本実施形態の車両前部構造では、 ブロアファン 5 0 を回転させて

カウル側か ら吸入 した外気を冷却風W 2 と してダク 卜4 8 の下端か らコンデ

ンサ 3 0 、及びラジェ一タ 3 2 に向けて送風することができるので、 フロ ト

バ ンバカバ一 1 8 の開口 2 2 か ら導入された冷却風W 1 (走行風）のみの場

合に比較 して熱交換効率を高めることができる。

[0035] これにより、冷却ユニッ ト2 0 の小型軽量化が可能 とな り、冷却ユニッ ト



0 の配置の自由度を向上させることもできる。

[0036] [ 第 2 の実施形態]

本発明の第 2 の実施形態に係る車両前部構造 1 0 を図 2 、及び図 3 にした

がって説明する。なお、第 1 の実施形態と同一構成には同一符号を付 し、そ

の説明は省略する。

図 2 、及び図 3 に示すように、本実施形態の車両前部構造 1 0 では、カウ

ルパネル 4 に、カウルパネル 4 に流れ込んだ雨水を集めて貯留可能な凹

部 5 2 が形成されている。なお、凹部 5 2 の底部は、カウルパネル 4 2 の中

で一番低い位置にある。

[0037] ダク 卜4 8 の上端 4 8 A 側は、凹部 5 2 の底部に形成された開口部 2 0 A

に揷入されている。本実施形態の車両前部構造 1 0 では、ダク ト4 8 の上端

4 8 A が凹部 5 の底部に配置されており、凹部 5 2 に溜まつた雨水 5 5 が

ダク ト4 8 内に流れ込むようになつている。なお、本実施形態のダク 卜4 8

は、本発明の冷却風導入手段であるが、本発明の雨水導入路を兼ねている。

ダク 卜4 8 の上端 4 8 A には、ダク 卜内に塵等が入らないようにフィルタ

5 4 が取り付けられている。

[0038] さらに、凹部 5 2 には、排水ダク ト5 6 が取り付けられている。排水ダク

卜5 6 は、上端が凹部 5 2 の底部よりも上方に配置されており、凹部 5 2 か

ら雨水が溢れ出ないようにオーバ一フロー用として設けられている。なお、

排水ダク 卜5 6 に流入 した雨水は、車両下方へ排出される。

[0039] なお、本実施形態では、ブロアファン 5 0 が、 H V A C 2 8 に連結される

ヒ一 卜ポンプを構成する部品であるコンプレッサ 5 8 を駆動するモータ6 0

で回転されるようになっている。

[0040] (作用）

次に、本実施形態の車両前部構造 1 0 の作用を説明する。

本実施形態の車両前部構造 1 0 では、ブロアファン 5 0 が回転されること

で、外気とカウルパネル 4 2 の凹部 5 2 に溜まった雨水とがダク 卜内に引き

込まれ、引き込んだ外気と雨水 5 5 をコンデンサ 3 0 、及びラジェ一タ3 2



に吹き付けることができる。 これにより、雨水 5 5 によってコンデンサ 3 0

、及びラジェ一タ 3 2 を洗浄することができ、 コンデンサ 3 0 、及びラジェ

—タ 3 2 の汚れの付着による冷却効率の低下を抑制することができる。

[0041 ] また、本実施形態の車両前部構造 1 0 では、 ブロアファン 5 0 をコンプレ

ッサ 5 8 を駆動するモータ 6 0 で回転するように構成 しているので、 ブロア

フ ァン 5 0 を専用のモータで駆動する場合に比較 して部品点数を低減するこ

とができる。

[0042] [ 第 3 の実施形態 ]

本発明の第 3 の実施形態に係る車両前部構造 1 0 を図 4 に したがって説明

する。なお、前述 した実施形態 と同一構成には同一符号を付 し、その説明は

省略する。

図 4 に示すように、本実施形態の車両前部構造 1 0 では、ダク ト4 8 の長

手方向中間部には、 ブロアフ ァン 5 0 の側部に H V A C 2 8 と連通する連通

路 6 2 が形成されている。 この連通路 6 2 には、連通路 6 2 を開閉する第 1

のフラップ 6 4 が設けられている。

[0043] さ らに、ダク 卜4 8 には、 ブロアフ ァン 5 0 よりも冷却ュニッ 卜2 0 側 に

、ダク 卜4 8 を開閉する第 2 のフラップ 6 6 が設けられている。

[0044] (作用）

本実施形態の車両前部構造 1 0 では、例えば、導入 した外気を室内に送る

場合には、第 1 のフラップ 6 4 を開、第 2 のフラップ 6 6 を閉にすることで

、ダク 卜4 8 で吸入 した外気を連通路 6 2 を介 して H V A C 2 8 へ導入でき

、 ブロアファン 5 0 に通常の室内ュニッ 卜におけるブロアファンとしての機

能を持たせることが可能 となっている。

[0045] —方、ダク 卜4 8 で吸入 した外気を冷却ュニッ 卜2 0 に送風をする場合に

は、第 1 のフラップ 6 4 を閉、第 2 のフラップ 6 6 を開にすれば良い。

なお、第 1 のフラップ 6 4 及び第 2 のフラップ 6 6 を両方 とも開とするこ

ともできる。

[0046] [ その他の実施形態 ]



上記実施形態では、冷却風でラジェ一タ 3 2 とコンデ ンサ 3 0 の冷却 を行

つたが、冷却するものであればラジェ一タ 3 2 及び コンデ ンサ 3 0 以外のも

の、例 えば、 インタ一クーラ一、オイル クーラ一等の冷却 を行 っても良い。

以上、本発明の一実施形態 について説明 したが、本発明は、上記 に限定さ

れるものでな く、上記以外 にも、 その主旨を逸脱 しない範囲内において種 々

変形 して実施可能であることは勿論である。



請求の範囲

車両前部 に設 け られ、車両前方か らの冷却風が導入され、車輪 を駆動

するパ ワーュニ ッ 卜の冷却系を構成する冷却ュニ ッ 卜と、

カウル部か ら導入 した冷却風 を前記冷却ュニ ッ 卜に導入する冷却風

導入手段 と、

を有する車両前部構造。

前記冷却風導入手段 は、 ブロアを備 えている、請求項 1 に記載の車両

前部構造。

前記冷却風導入手段 は、前記 プロァで送風 した冷却風の一部 を空調ュ

ニ ッ 卜を介 して車両室内へ導入する、請求項 2 に記載の車両前部構造

カウル部 に設 け られ雨水 を貯留する雨水貯留部 と、

前記雨水貯留部 に貯留 した雨水 を前記冷却風導入手段 に導 く雨水導

入路 と、

を有する請求項 1 〜請求項 3 の何れか 1 項 に記載の車両前部構造。

前記雨水導入路 には、 力ゥル部側 に塵取 り用のフィル タ一が設 け られ

ている、請求項 4 に記載の車両前部構造。

前記空調装置 に用い られるコンプ レッサのモータが、前記 ブロアの動

力 と して用い られている、請求項 1 〜請求項 5 の何れか 1 項 に記載の

車両前部構造。
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